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はしお元気村指定管理業務募集要領 

 

｢はしお元気村指定管理業務募集要領（以下｢本要領｣という。）｣は、はしお元気村の管理

運営について、住民サービスの向上と施設のより効果的かつ効率的運営を行うため、地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 3 項、広陵町公の施設における指定管理者

制度の指定の手続等に関する条例（平成 18 年 6 月広陵町条例第 2 号。以下「指定手続条例」

という。）、はしお元気村条例（平成 9 年 3 月広陵町条例第 10 号）第 3 条の規定により指定

管理者の公募を行うために必要な手続き等を定めたものである。 

 

１ 募集対象施設の概要 

  はしお元気村の概要は、次のとおりです。詳しくは｢はしお元気村指定管理業務仕様書｣

（以下｢仕様書｣という。）の２施設の概要を参照 

 

（１） 名称・所在地 

名称 所在地 

はしお元気村 広陵町大字弁財天 295 番地 3 

 

（２）設置目的 

 ア はしお元気村設置目的 

  住民の福祉の向上及び健康の増進並びに余暇の活用を図り、もって文化活動及び交流

の促進並びに産業の振興に寄与し、元気な広陵町への活性化を推進する施設として活用

していただきたいと考えている。 

 

２ 指定管理者が行う業務の範囲 

  指定管理者が担う管理運営の主な内容については、以下のとおりとする。詳細は｢仕様

書｣の６指定管理者が行う業務の範囲を参照すること。 

（１）使用の許可及び使用許可の取消し等に関する業務 

（２）設備の許可に関する業務 

（３）維持管理に関する業務 

（４）その他業務 

 ※ 広陵町公共施設包括管理業務による設備等に係る維持管理等の業務を除く。 

 

３ リスク管理・責任分担 

  協議に当たり、町と指定管理者のリスク管理・分担の方針は次のとおりとする。細部に

ついては、町と指定管理者が締結する協定で定めることとする。 

（１）施設の安全・衛生管理を指定管理者が行うこと。 
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（２）事故、火災等による施設の損傷及び被災者に対する責任は、事案ごとの原因によっ 

て判断する。 

（３）指定管理者は、利用者に被災等があった場合は、迅速かつ適切に対応し、速やかに 

町に報告すること。 

（４）施設の運営管理に対する利用者からの苦情、不満、トラブル等については、原則と 

して指定管理者が対応する。これら事案の発生の都度、速やかに町に報告すること。 

（５）施設の物品の購入に係る指定管理者と町との協議区分は、30 万円未満の物品の購入

は指定管理者の判断・負担で実施するものとし、30 万円以上の物品の購入は、町と協

議し、承認を受けて指定管理者の負担で実施するものとする。 

 

４ 経理に関する事項 

（１）指定管理料 

   指定管理料は、有料施設等の使用に係る料金（以下｢利用料金｣という。）の収入と指

定管理料をもって本件施設の管理運営を行うものとする。指定管理料の額は、指定管理

者が応募の際に提案した額を上限として、町と指定管理者の協議によって定めること

とする。 

指定管理料については、これまでの実績を基に、年間の管理運営経費から利用料金を

差引きして算出し、一定の基準額を設定している。この基準額を上回る提案をした場合

は失格とする。 

指定管理料の額については、年額で 23,850,000 円（消費税及び地方消費税を含む。）

とし、指定期間（２年）の総額で 47,700,000 円（消費税及び地方消費税を含む。）とす

る。 

（２）利用料金 

   利用料金の額については、はしお元気村条例で定められた金額の範囲内で、あらかじ

め町長の承認を得て、指定管理者において設定すること。 

（３）指定管理料の支払方法 

  指定管理料の支払時期・支払回数・支払方法は、年度ごとに町と指定管理者が協議 

して締結する年度協定によるものとする。 

（４）指定期間 

   最長で、令和６年４月１日から令和８年３月３１日までとする。詳細は、「仕様書」

４指定予定期間を参照すること。 

 

５ 募集に関する事項 

（１）募集要領等の配布 

ア 配布期間 

令和５年１０月１３日（金）から令和５年１０月２０日（金）まで 
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午前９時００分から午後５時００分まで（役場閉庁日を除く。） 

イ 配布方法 

募集要領等及び提出書類の各様式は、ホームページからダウンロードすること。  

広陵町ホームページ  http://www.town.koryo.nara.jp 

（２）現地説明会 

日時：令和５年１０月２３日（月）午前１０時から 

集合：はしお元気村 前 

    奈良県北葛城郡広陵町大字笠 168 番地 

   ※現地説明会には必ず参加すること。事前の申し込みが必要です。別紙現地説明会参

加申込書に必要事項を記載の上、前日の午後５時までに広陵町地域振興部産業総

合支援課まで E-mail により申込みすること。電話にて受信確認をすること。 

電子メール：sangyo@town.nara-koryo.lg.jp 

（３）質問事項の受付・回答 

   募集要領の内容等に関する質問を次のとおり受け付ける。 

ア 受付期限 

令和５年１０月２５日（水）午後５時００分まで（役場閉庁日を除く。） 

   イ 受付方法 

企画提案書の質問については、質問書（任意様式）を電子メールにより送信  

し、件名を「はしお元気村指定管理業務に係る質問」とし、電話にて受信確認 

をすること。 

   ○送信先 広陵町地域振興部産業総合支援課（電話番号 0745-55-1001） 

     電子メール    sangyo@town.nara-koryo.lg.jp 

ウ 質問に対する回答 

質問に対する回答は、応募者間の公平を期すため、質問及び回答を広陵町ホ

ームページで公表する。（質問者名は公表しない。）また、意見の表明と解さ

れるもの、質問内容が不明瞭なものについては回答しない。 

○回答日 令和５年１０月３１日（火） 

（４）応募書類の受付 

   ア 受付期間 

     令和５年１１月１日（水）から同月１０日（金）まで 

     午前９時００分から午後５時００分まで 

イ 受付場所 

広陵町地域振興部産業総合支援課（役場本庁舎１階） 

〒635-8515 奈良県北葛城郡広陵町大字南郷５８３番地１ 

   ウ 受付方法 

応募書類一式を、持参により提出すること。郵送・ファクシミリ又は電子メ 
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ールでの受付は実施しない。 

（５）審査（書類審査・提案審査） 

   指定管理者候補者の選定は公募型プロポーザル方式とし、広陵町指定管理者選定委 

員会（以下「選定委員会」という。）において、応募書類による申請資格、提案内容等 

の一次審査（書類審査）を行い、要件を満たす団体を対象に、二次審査（提案審査）と 

して申請者によるプレゼンテーションを実施し、一次審査と二次審査の合計得点の最 

も高い応募事業者を候補者として選定する。また、申請者が 1 者の場合においても、選 

定委員会を開催するものとする。 

   審査基準については、別紙「はしお元気村指定管理業務審査基準」（以下「審査基準｣ 

という。）を参照すること。 

 ア 一次審査（書類審査） 

  応募事業者が 4 者以上の場合は、審査基準に基づき一次審査（企業評価）を実 

施する。一次審査の結果は、申請者に通知し、併せて二次審査の対象となった申 

請者には、二次審査の日時・場所等を通知する。なお、一次審査を実施しなかっ 

た場合は、二次審査の日時・場所等を通知する。 

   イ 二次審査（提案審査） 

    令和５年１１月１４日（火）実施予定 

申請書による提案内容の説明及び質疑応答を経て、審査基準に基づき審査を行い、

この審査の結果、一次審査と二次審査の合計得点の最も高い応募事業者を指定管理

者候補者とする。 

 なお、提案内容の説明時間は、1 者１５分、質疑応答を２０分とし、順番は申請受 

付順とする。 

二次審査の結果は、この審査の対象となった申請者に通知する。 

（６）指定管理者の指定 

   指定管理者の候補者として選定された者については、地方自治法の規定に基づき、指 

定管理者として指定する議案を町議会に提出し、議決後、指定管理者として指定する。 

ただし、議会の議決を得られない場合は指定されない。なお、町は、指定管理者の指定 

に関する町議会の議決が得られないことによる指定管理者の候補者に生じた損害を負 

担しない。 

（７）協定書の締結 

   指定管理者の指定の後に、はしお元気村の管理運営に関し、包括的な事項を定めた基 

本協定書及び年度毎の指定管理料の支払方法等の事項を定めた年度協定書を締結する。 

協定の締結に際し必要な事項については、指定管理者と町が協議の上、定めることとす 

る。 

  指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取消

し、協定を締結しない。 
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ア 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき 

イ 財政状況の悪化等により、管理運営の履行が確実でないと認められるとき 

ウ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認め 

られるとき 

 （８）引継ぎ業務 

    新たな指定管理者は、指定期間開始から円滑に業務が実施できるよう、指定期間 

開始までに、本件施設の管理者から業務の引継ぎを受けるとともに、必要な準備行 

為を行うものとする。 

 

６ 申請資格 

（１）法人その他の団体（法人格の有無は問わない。以下「法人等」という）であること。 

（２）法人等及びその代表者が次のいずれにも該当しないこと。 

ア 法人税、法人住民税、消費税及び地方消費税等の租税を滞納している者 

イ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第１６７条の４の規定により、当町

における一般競争入札等の参加を制限されている者 

    ウ 募集の公告日において当町から指名停止処分を受けている者又は募集の公告日以 

降に当町から指名停止処分を受けた者 

    エ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

等の規定による更正、再生手続中の者 

    オ 広陵町暴力団排除条例（平成 23 年 12 月広陵町条例第 8 号）第２条第１号に規 

定する暴力団又は同条第 3 号）に規定する暴力団員等 

     カ 指定管理者選定委員会及び公募事務に関与した者及びこれらの者と利害関係にあ 

る者 

     キ 労働基準監督署から是正勧告を受け、２年を経過していない者（是正勧告を受

け、必要な措置の実施について、労働基準監督署に報告している者を除く。） 

     ク 当町又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取り消され、２年を経過して 

いない者 

    ケ アからクまでに掲げるもののほか、法令違反等社会的信用を損なう行為等によ

り、指定管理者の指定をするのに相応しくない事由があると町長が認める者 

 

７ 提出書類 

 申請に当たっては、下記の書類を町長に提出すること（詳細は、申請書に記載）。 

（１）指定管理者指定申請書（様式第 1 号） 

（２）誓約書（様式第 2 号） 

（３）申請ができる団体の資格を有していることを証する書類 

   ・法人等の概要を記載した書類（様式第 3 号） 
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   ・法人登記簿謄本、定款、寄付行為、規約その他これに類する書類 

   ・代表者の身分証明書（非法人の場合） 

   ・国税及び地方税の納税証明書（募集要領の配布開始以降に交付されたもの）又は納

税義務がない旨及びその理由を記載した申立書 

   ・印鑑証明書 

（４）次に掲げる事項を記載した事業計画書（任意様式） 

  ・施設の運営に関する基本的な考え方 

   ・施設の運営体制 

   ・施設の運営 

   ・個人情報の管理及び情報公開 

   ・安全管理及び緊急対応の体制 

   ・類似施設の管理運営実績 

     ・その他、指定管理者が提案する自主事業 

（５）指定管理における年度ごとの運営業務の収支計画（様式第 4 号） 

（６）法人等の経営状況を証する書類（直近の事業年度 2 年分の損益計算書・決算報告書） 

（７）提出書類のうち該当がないものについての申立書（様式第 5 号） 

※ 留意事項 

ア 町長が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

イ 提出された書類の内容を変更することはできません。 

ウ 提出書類に虚偽の記載があった場合及び記載すべき事項の全部又は一部が記載さ 

れていない場合は、失格とします。 

エ 2 種類以上の申請はできません。 

オ 提出書類は理由の如何を問わず返却しません。 

カ 申請に要する経費等はすべて申請者の負担とします。 

キ 担当課が提供した資料等は、担当課の承諾を得ることなく、第三者にこれを使用さ 

せ、又は内容を提示することを禁じます。 

ク 申請後、辞退する場合は、文書により辞退届を提出してください。 

 

８ 管理運営に要する経費の積算 

   対象施設の管理運営に係る経費については、別紙の収支報告書を参考に積算すること。

また、はしお元気村の使用料については、利用料金制度を導入し、「利用料金」として指

定管理者の収入とする。 
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９ 管理の基準 

（１）事業報告書の提出等 

   指定管理者は、指定手続条例第 8 条の定めるところにより、事業報告書を町長に提

出しなければならない。また、町長は、指定管理者に対し、定期又は臨時に管理の業務

及び経理の状況に関する報告を求め、実地に調査し、又は必要な要望を行うことができ

るものとする。 

（２）指定管理者の取り消し等 

   町は、事業報告書の内容等により、指定管理者による施設の管理を継続することが適

当でないと認めるときは、指定管理者の取り消し又は管理業務の全部若しくは一部の

停止を命じることができる。 

（３）町の実施する事業への協力 

   町が実施する事業への支援、協力を積極的に行うこと。 

 

１０ その他 

（１）著作権の帰属 

   事業計画書等の著作権は、申請者に帰属するものとする。ただし、指定管理者の決定

の公表等が必要な場合は、事業計画書等の内容を町が無償で使用できるものとする。 
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